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移民 
•  毎年約30万人(うちEUから15万人)がイギリスに移民としてやってくる 
•  イギリス政府は10万人以下に抑制しようとしている 
•  イギリス→EU、EU→イギリスは相互に合計180万人ずつの移民 
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離脱派	

	

●移民がイギリス人の平均所得を
下げている	

	

●非合法移民はもっと多い	


残留派	

	

●イギリスに来た移民はイギリス
からEUに渡った人より納税している	

	

●向こう4年間移民抑制する合意
がEUと成立	

	

●移民は経済にプラス	




加盟費負担 
•  毎年£17.8bn(約2.76兆円)をEUに支払い 
•  英国に恩恵があるのは£9.3bn(約1.44兆円) 
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離脱派	

	

●加盟金なくなり英国が自由に予
算が使える	

	

	


残留派	

	

●EEAに入れば加盟金はかかる	

	

●一人当たりの負担金は他国より
低い	




文部科学政策 
•  EUは加盟国間での教育政策を極力均質化しようとしている 
•  EUの研究開発政策　Horizon 2020 programmeは€80bn(9.7兆円)  
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離脱派	

	

●英国内研究開発投資の3%しか
EUからファンディングされていない	

	

●加盟金負担がなくなればその分
を教育・研究開発に英国で使える	


残留派	

	

●英国トップ科学者の多くはEUか
らの移民	

	

●Erasmus	
  programme(EU内3ヵ月
インターン、2か月留学が出来る制
度)が英国学生のEU留学を容易に
している	




農林水産政策 
•  The Common Agricultural Policy (CAP)はEUで一番予算の大きな政策 
•  英国へのEUからの補助金の半分は農林水産業 
•  漁獲量にEU規制がかかっている(アイスランドがEUに加盟しない大きな理
由) 

5	


離脱派	

	

●産業へのEU規制が強い	
  
	

●加盟金負担がなくなればその分
農林水産業補助金を英国で使える	


残留派	

	

●英国産牛肉の輸入禁止をしよう
とした独仏に輸入命令を出したの
はEU	
  
	

●英国農産物輸出73%がEU向け	




EU域外との外交・安全保障 
•  EUが年々域外外交の窓口になってきている 
•  EU域外外交・安全保障政策については、加盟国でも拒否権が維持されてい
る 
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離脱派	

	

●安全保障についてNATOと国連
安保理に集中すべき	

	

●EU軍創設議論が始まっており
NATOと別の多国籍軍参加は負担
増。	


残留派	

	

●EU内のほうが安全保障上有利	
  
	

●域外外交でEUと競争することは
英国にとって不利益	




英国の安全・テロ対策 
•  EU内加盟国間で就労、居住は自由 
•  シェンゲン協定には入っていないため国境でのパスポートチェックはあり 

統括・ハブ機能研究所	
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離脱派	

●EU市民権をもつテロリストは英
国に入れてしまう	

	

●EUの上位裁判所の存在により、
犯罪者の処罰決定が英国裁判所
で完結しない	

	

●EUから出ても公安・諜報活動は
他国と協力して継続できる。米国と
は前からしている。	


残留派	

●シェンゲン外だから安全	

	

●ユーロポール加盟維持は公安・
諜報活動にとって重要	

	

●The	
  European	
  Arrest	
  Warrant(EU
全域指名手配逮捕制度)により
1000名の英国人犯罪者がEU域内
で逮捕され英国に送還	




 
 
 

参考資料 
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統括・ハブ機能研究所	
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Country	
  of	
  birth	
   Percentage	
  share	
  
Country	
  of	
  
ci3zenship	
  

Percentage	
  
share	
  

India	
   9.2	
  Poland	
   15.1	
  
Poland	
   9.1	
  India	
   7.3	
  
Pakistan	
   6.0	
  Ireland	
   6.2	
  
Ireland	
   4.4	
  Italy	
  	
   3.6	
  
Germany	
   3.6	
  Pakistan	
   3.6	
  
South	
  Africa	
   2.5	
  Romania	
   3.5	
  
Nigeria	
   2.4	
  Lithuania	
   3.3	
  
Bangladesh	
   2.4	
  Portugal	
   3.2	
  
Romania	
   2.2	
  France	
   3.0	
  
United	
  States	
  	
   2.0	
  Germany	
   2.7	
  

Top ten sender countries of migrants 
by country of birth and nationality, UK 2013
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イギリス輸出先の45%がEU 



20	


2025年でもイギリスの最大貿易相手はEU 
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関税連合から完全に出ると復活する関税率 
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イギリスへの直接外国投資 



既存のEU非加盟パターン 

•  EEA&EFTA&シェンゲン協定に加盟　ノルウェー&アイ
スランドモデル 

•  EFTA&シェンゲン協定のみに加盟　スイスモデル 
•  EUと独自のCustoms Union結ぶ　トルコモデル 
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EEA(Euroepan Economic Area)&EFTA 
ノルウェーモデル アイスランドモデル 

•  N1.263mポンド(約420億円)を払いながらEEAのメン
バーを維持し多くの産業分野でEUと同じ扱いを受ける 

•  N2.EUに代表を送るが投票権はない 
•  N3.農業・漁業・司法・内政についてはEUルール適用外 
•  N4.上記以外でEU市場と取引したい産業分野については
EU法適用が必要 

•  N5.EU予算の一部を負担 
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EUにはあってEEAにはないもの 

•  農林水産業政策・規制 
•  貿易政策・規制 
•  外交・安全保障政策・規制 
•  法務政策・規制・裁判所 
•  金融政策 
•  関税連合(域外とFTAは結べない)　EFTAが代わりに担
う 
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EFTA(European Free Trade Association)　
スイスモデル 

•  S1.EEAにも入らないのでEEAの負担金はない 
•  S2.100を超える個別協定をEUと結ぶ 
•  S3.EU市場と取引したい産業分野についてはEU法適用が
必要(N4同様) 

•  S4.EU予算の一部を負担(N5同様) 
•  S5.世界36か国とFTA発効済み、10か国とFTA交渉中 
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独自のCustoms Union　トルコモデル　 

•  T1.製造業はEUに自由に参入できるが金融業は自由には
できない 

•  T2.社会保障関連と雇用法はEUに合わせなくてよい 
•  T3.EU市場内では規制は合わせなくてはならない 
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